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【本判決の要旨、均等論第２要件に関する考察】

１．均等論（一般論）
ボールスプライン事件の最高裁判決（最高裁平成10年２月24日第三小法廷判決）

（第１要件）対象製品等との相違部分が特許発明の本質的部分ではないこと。（非本質的部分）
（第２要件）相違部分を対象製品等におけるものと置き換えても、特許発明の目的を達成することがで

き、同一の作用効果を奏すること。（置換可能性、作用効果の同一性）
（第３要件）相違部分を対象製品等におけるものと置き換えることが、対象製品等の製造等の時点にお
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差止請求権不存在確認請求控訴事件
（「学習用具」事件（ＣＳ関連発明）－対象製品が奏する効果は「本件発明の効果を奏した上で付
加的な効果を生じさせるもの」に過ぎないとして、均等論第２要件を認めた事例。）［上］（全２回）

−令和３年（ネ）第10040号、令和３年10月14日判決言渡（菅野裁判長）／
（原審・大阪地裁平成31年（ワ）第3273号（杉浦裁判長）も均等論成立）−

官公庁、公益法人、国立大学、自治体等の契約実務・監査事務の担当者必携！
「財務省会計制度研究会報告の論点」など新たな動きを加筆。

全国官報販売協同組合〒114-0012 東京都北区田端新町 1-1-14 TEL 03-6737-1500 03-6737-1510FAX

官公庁契約法精義
日本大学総合科学研究所客員教授

元会計検査院第四局長 有川  博  著

※お申し込みは…各都道府県官報販売所及び政府刊行物センターへ！
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